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令和 3 年 3 月

令和 3 年度 令和 12 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

2,600 円 2,424 円

2,600 円 2,436 円

2,600 円 1,990 円

処 理 区 域 内 人 口 密 度

処 理 場 数

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実
施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を
含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

別添２－1

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

法適用

村山市下水道事業経営戦略

平成9年度
（23年）

村山市

農業集落排水事業

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：

～計 画 期 間 ：

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

12.1人/ha

1

無

処 理 区 数 1

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

なし

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料（税抜）をいう。
*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（税抜きで、家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

平成30年度 平成30年度

　使用料月額：基本料金：1月1世帯につき1,400円及び世帯員割料金：1月世帯員1人につき400円の合計額に消費税を加えた額

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

　なし

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成29年度
実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成29年度

令和元年度 令和元年度

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

　なし
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③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

２．将来の事業環境

（１）

（２）

　水洗化率は向上しているものの、人口の減少とともに有収水量も減少しています。今後もこの傾向は続いていくと予測しています。

処理区域内人口の予測

　処理区域内の人口は、都市部よりも著しく減少していく傾向にあり、年２％の減少と予測しています。

事 業 運 営 組 織

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

　なし

　なし

 イ　指定管理者制度

　処理施設及びマンホールポンプ維持管理業務委託を民間業者に委託しております。
　また、下水道使用料徴収業務を水道事業に委託し、経費削減を図っております。

民 間 活 用 の 状 況

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

有収水量の予測

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

　別添「経営比較分析表」のとおりです。

職 員 数
　水道課職員12名の内、下水道事業（公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業）を担当している職員は6名で
す。
　職員の人件費は、公共下水道事業から拠出されており、農業集落排水事業からの拠出はありません。

　平成27年度に上水道部門と下水道部門を組織統合し、人員削減や事務の効率化を図っています。

　なし

　なし

資 産 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）　*5
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（３）

（４）

（５）

３．経営の基本方針

　水道課においては、平成27年に上水道部門と下水道部門が組織統合し、人員削減や事務の効率化を図りました。
　それに伴い、使用料徴収の委託、工事の同時施工等、上水道部門下水道部門とが連携を取り、経費削減を図っております。
　引き続き、連携強化を図り経営努力をしてまいります。

　人口減少等の影響による水需要の低下により使用料収入が減少傾向にありますが、公共下水道事業とともに河川等の水質悪化を防止し、豊かな自然環境の維
持のため、持続可能な農業集落排水事業経営の確立を目指してまいります。
　現在、農業集落排水事業では、維持管理費等を使用料収入で賄うことができていません。今後も、人口減少等による使用料収入の減少が見込まれます。経営の
安定性を確保するためには、経費の削減はもちろん、使用料収入等の収益を確保する対策を講じる必要があります。
　また、令和2年4月から地方公営企業法適用に伴い、職員一人一人の意識改革を進め、企業意識の徹底を図るとともにサービスの向上に努めます。

使用料収入の見通し

　人口の減少、節水傾向による使用料収入の減少は今後も続くことから、使用料の改定を検討していきます。

施設の見通し

　平成9年から供用を開始し、23年経過しております。機能強化対策事業により計画的な施設の更新を行い、無駄を省いた事業実施に努めてまいります。
　また、人口減少による処理施設の稼働率の低下や、老朽化等が懸念されます。今後、処理区域内のサービスが低下しないよう、施設の維持とともに公共下水道と
の接続も視野に入れ検討してまいります。

組織の見通し

3



４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

※ 赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されていることが必要

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

　平成29年から令和5年で機能強化対策事業により、大規模な水処理施設・管渠・資源循環施設の更新を行う予定です。その後は、計画期間内の大きな建設・更新
の予定はないため、適正な維持管理に努めていきます。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

　投資についての説明と同様、平成29年から令和5年で機能強化対策事業により、大規模な水処理施設・管渠・資源循環施設の更新が行われます。それに伴い、
企業債の借入も発生するため、償還の額は一旦増額となりますが、その後は徐々に減額の見込みです。また、財源の多くを一般会計からの繰入金としていますが、
元金償還の割合が高いため、償還額の減とともに減る見込みです。

　職員の給与費は、公共下水道事業から拠出されており、農業集落排水事業からの拠出はありません。
　動力費については、処理水量等の増減により予測しております。引き続き経費削減に努めていきます。
　委託料については、現在の委託状況を踏まえ予測してります。今後、包括的民間委託等他団体の状況を参考にしながら検討してまいります。
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（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

５． 経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）

　これまで処理場等一部施設管理業務を民間委託、使用料の徴収業務を水道事業に委託することによ
り経費の縮減に取り組んできました。　今後も各種業務について、包括的委託の実施についても検討し
ていきます。

資産活用による収入増加
の取組について

その他の取組 　なし

　他団体の導入事例等を参考に、検討してまいります。

　なし

　農業集落排水を公共下水道に接続した場合の費用対効果及び利便性等を検証し、事業統合の検討
をしてまいります。広域化・共同化・最適化に関する事項

その他の取組

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

投資の平準化に関する事項

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の
解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容
等を記載すること。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

　経営状況等の変化に対応するため、「計画（Plan）－実施（Do）－検証（Check）－見直し（Action）」のサイクルを導
入し、必要に応じて見直しを行います。

職員給与費に関する事項
　職員給与費については、農業集落排水事業にのみ従事している状況ではないため、公共下水道事業
で対応しています。

動力費に関する事項 　処理場の機器更新等において、省エネルギーの機器を導入し電力の消費を抑えていきます。

修繕費に関する事項 　早期の改修修繕を行うことで経費削減及び長寿命化に繋げていきます。

委託費に関する事項 　電気保安等、全部署一括での長期継続契約による委託費の削減に努めておりますが、さらに効率的
な委託契約の検証をし、経費削減に努めてまいります。

その他の取組 　なし

薬品費に関する事項 　なし

　なし

　人口の減少と節水傾向による収入減は避けられないところであり、使用料改定について検討していき
ます。使用料の見直しに関する事項

　なし
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ら

、
料

金
改

定
を

視
野

に
入

れ
る

と
と

も
に

、
よ

り
費

用
の

削
減

に
取

り
組

む
必

要
が

あ
る

。
⑥

汚
水

処
理

原
価

　
処

理
経

費
削

減
に

向
け

た
取

り
組

み
を

強
化

し
て

い
か

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
⑦

施
設

利
用

率
　

施
設

利
用

率
は

、
類

似
団

体
平

均
と

比
べ

高
い

が
、

よ
り

適
切

な
施

設
規

模
に

な
る

よ
う

に
ダ

ウ
ン

サ
イ

ジ
ン

グ
等

の
検

討
が

必
要

で
あ

る
。

⑧
水

洗
化

率
　

水
洗

化
率

は
、

類
似

団
体

平
均

と
比

べ
高

く
、

地
域

内
の

ほ
と

ん
ど

の
住

民
が

接
続

し
て

い
る

状
況

に
あ

る
が

、
未

接
続

者
へ

の
働

き
か

け
を

引
き

続
き

行
う

。

2
.
 
老

朽
化

の
状

況
に

つ
い

て

0.
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)
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00
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当
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値
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00
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00

0.
00

0.
00

平
均

値
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1
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4.
9
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8
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4
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0
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当
該
値

92
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6

77
.2
5

47
.0
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9

63
.5
6

平
均
値

52
.1
9

55
.3
2

59
.8
0

57
.7
7

57
.3
1

0.
00

50
.0
0

10
0.
0
0

15
0.
0
0

20
0.
0
0

25
0.
0
0

30
0.
0
0

35
0.
0
0

H2
7

H2
8

H2
9

H3
0

R0
1

当
該

値
13
9.
1
1

16
9.
5
5

27
8.
4
8

16
0.
2
7

17
0.
7
9

平
均
値

29
6.
1
4

28
3.
17

26
3.
7
6

27
4.
3
5

27
3.
52

0.
00

10
.0
0

20
.0
0

30
.0
0

40
.0
0

50
.0
0

60
.0
0

70
.0
0

80
.0
0

H2
7

H2
8

H2
9

H3
0

R0
1

当
該
値

61
.1
2

65
.4
7

69
.8
3

69
.8
3

66
.2
5

平
均
値

52
.3
1

60
.6
5

51
.7
5

50
.6
8

50
.1
4

80
.0
0

82
.0
0

84
.0
0

86
.0
0

88
.0
0

90
.0
0

92
.0
0

H2
7

H2
8

H2
9

H3
0

R0
1

当
該

値
87
.6
0

87
.7
5

90
.3
9

90
.4
3

91
.0
0

平
均
値

84
.3
2

84
.5
8

84
.8
4

84
.8
6

84
.9
8

②
累

積
欠

損
金

比
率
(
％
)

③
流

動
比

率
(％

)
④

企
業

債
残

高
対

事
業

規
模

比
率
(％

)

⑤
経

費
回
収

率
(
％

)
⑥

汚
水
処

理
原
価

(
円
)

⑦
施
設
利
用
率

(
％

)
⑧

水
洗

化
率
(％

)

①
有

形
固

定
資
産

減
価

償
却
率

(％
)

②
管

渠
老

朽
化

率
(
％

)
③

管
渠

改
善

率
(
％

)

【
7
65
.4
7】

【
8
6.
22
】

【
5
1.
30
】

【
2
57
.8
6】

【
5
9.
59
】

【
0
.0
2】

該
当

数
値

な
し

該
当

数
値

な
し

該
当

数
値

な
し

該
当

数
値

な
し
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様
式

第
2
号

（
法

適
用

企
業

・
収

益
的

収
支

）
投

資
・財

政
計

画
（収

支
計

画
）

（単
位

：千
円

，
％

）

年
　

　
　

　
　

　
度

前
々

年
度

前
年

度

区
　

　
　

　
　

　
分

（
決

算
）

決
算

見
込

１
．

(A
)

1
2
,8

11
12

,4
02

12
,1

58
11

,9
19

11
,6

85
11

,4
55

11
,2

30
11

,0
09

10
,7

93
10

,5
81

10
,3

73
(1

)
1
2
,6

16
12

,2
07

11
,9

63
11

,7
24

11
,4

90
11

,2
60

11
,0

35
10

,8
14

10
,5

98
10

,3
86

10
,1

78
(2

)
(B

)
(3

)
19

5
19

5
19

5
19

5
19

5
19

5
19

5
19

5
19

5
19

5
19

5
２

．
8
4
,2

31
83

,2
61

63
,0

63
60

,4
78

59
,9

73
59

,1
72

58
,4

72
57

,9
72

57
,4

72
56

,4
78

55
,5

36
(1

)
2
4
,5

23
23

,5
88

19
,5

00
18

,6
00

21
,8

00
28

,2
00

27
,5

00
27

,0
00

26
,5

00
25

,9
00

25
,4

00
2
4
,5

23
23

,5
88

19
,5

00
18

,6
00

21
,8

00
28

,2
00

27
,5

00
27

,0
00

26
,5

00
25

,9
00

25
,4

00

(2
)

5
9
,7

08
59

,6
72

43
,5

62
41

,8
77

38
,1

72
30

,9
71

30
,9

71
30

,9
71

30
,9

71
30

,5
77

30
,1

35
(3

)
1

1
1

1
1

1
1

1
1

1
(C

)
9
7
,0

42
95

,6
63

75
,2

21
72

,3
97

71
,6

58
70

,6
27

69
,7

02
68

,9
81

68
,2

65
67

,0
59

65
,9

09
１

．
8
7
,8

67
87

,6
82

68
,2

03
66

,3
95

66
,6

11
66

,4
07

66
,3

64
66

,3
21

66
,2

78
65

,5
43

64
,6

10
(1

)

(2
)

1
5
,0

76
14

,6
04

14
,5

59
14

,5
14

14
,4

70
14

,4
26

14
,3

83
14

,3
40

14
,2

97
14

,2
97

14
,2

55
4
,2

3
7

4,
51

2
4,

46
7

4,
42

2
4,

37
8

4,
33

4
4,

29
1

4,
24

8
4,

20
5

4,
20

5
4,

16
3

91
0

91
0

91
0

91
0

91
0

91
0

91
0

91
0

91
0

91
0

91
0

9
,9

2
9

9,
18

2
9,

18
2

9,
18

2
9,

18
2

9,
18

2
9,

18
2

9,
18

2
9,

18
2

9,
18

2
9,

18
2

(3
)

7
2
,7

91
73

,0
78

53
,6

44
51

,8
81

52
,1

41
51

,9
81

51
,9

81
51

,9
81

51
,9

81
51

,2
46

50
,3

55
２

．
7
,7

2
5

6,
74

9
5,

84
8

4,
94

2
4,

02
3

3,
13

0
2,

32
2

1,
56

8
92

9
51

5
25

4
(1

)
7
,7

2
5

6,
74

9
5,

84
8

4,
94

2
4,

02
3

3,
13

0
2,

32
2

1,
56

8
92

9
51

5
25

4
(2

)
(D

)
9
5
,5

92
94

,4
31

74
,0

51
71

,3
37

70
,6

34
69

,5
37

68
,6

86
67

,8
89

67
,2

07
66

,0
58

64
,8

64
(E

)
1
,4

5
0

1,
23

2
1,

17
0

1,
06

0
1,

02
4

1,
09

0
1,

01
6

1,
09

2
1,

05
8

1,
00

1
1,

04
5

(F
)

10
10

10
10

10
10

10
10

10
10

(G
)

34
0

15
10

10
10

10
10

10
10

10
10

(H
)

△
 3

40
△

 5
1
,1

1
0

1,
22

7
1,

17
0

1,
06

0
1,

02
4

1,
09

0
1,

01
6

1,
09

2
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05
8

1,
00

1
1,

04
5

(I
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1
,1

1
0
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7
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6
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0
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0
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1
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6
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 3

5.
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 4

5.
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 5

5.
0

△
 6

5.
7

△
 7

6.
0

△
 8

7.
5

△
 9

9.
0
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 1

00
.5

△
 1

13
.1

(N
)

△
 3

,4
77

△
 3

,1
77

△
 4

,3
47

△
 5

,4
07

△
 6

,4
31

△
 7

,5
21

△
 8

,5
37

△
 9

,6
29

△
 1

0,
68

6
△

 1
0,

62
9

△
 1

1,
73

1

(O
)

(P
)

1
2
,8

11
12

,4
02

12
,1

58
11

,9
19

11
,6

85
11

,4
55

11
,2

30
11

,0
09

10
,7

93
10

,5
81

10
,3

73

△
 2

7.
1

△
 2

5.
6

△
 3

5.
8

△
 4

5.
4

△
 5

5.
0

△
 6

5.
7

△
 7

6.
0

△
 8

7.
5

△
 9

9.
0

△
 1

00
.5

△
 1

13
.1

健
全

化
法

施
行

規
則

第
６

条
に

規
定

す
る

解
消

可
能

資
金

不
足

額

健
全

化
法

施
行

令
第

1
7

条
に

よ
り

算
定

し
た

事
業

の
規

模

健
全

化
法

第
22

条
に

よ
り

算
定

し
た

資
金

不
足

比
率

(（
N

）
/
（P

）
×

10
0
)

地
方

財
政

法
施

行
令

第
1
5
条

第
１

項
に

よ
り

算
定

し
た

資
金

の
不

足
額

営
業

収
益

－
受

託
工

事
収

益
(A

)-
(B

)
地

方
財

政
法

に
よ

る
資

金
不

足
の

比
率

(（
L
）/

（M
）×

10
0
)

健
全

化
法

施
行

令
第

1
6

条
に

よ
り

算
定

し
た

資
金

の
不

足
額

う
ち

建
設

改
良

費
分

う
ち

一
時

借
入

金
う

ち
未

払
金

累
積

欠
損

金
比

率
（

×
1
00

）

流
動

負
債

支
出

計
経

常
損

益
(C

)-
(D

)
特

別
利

益
特

別
損

失
特

別
損

益
(F

)-
(G

)

収 益 的 収 支 当
年

度
純

利
益

（
又

は
純

損
失

）
(E

)+
(H

)
繰

越
利

益
剰

余
金

又
は

累
積

欠
損

金
流

動
資

産
う

ち
未

収
金

収 益 的 収 入

材
料

費

収 益 的 支 出

営
業

費
用

職
員

給
与

費
基

本
給

退
職

給
付

費
そ

の
他

経
費

動
力

費
修

繕
費

支
払

利
息

補
助

金
他

会
計

補
助

金
そ

の
他

補
助

金
長

期
前

受
金

戻
入

そ
の

他

収
入

計
そ

の
他

そ
の

他
減

価
償

却
費

営
業

外
費

用

令
和

3年
度

令
和

8年
度

令
和

9年
度

令
和

10
年

度
令

和
12

年
度

令
和

4年
度

令
和

5年
度

令
和

6年
度

令
和

7年
度

令
和

11
年

度

営
業

外
収

益

料
金

収
入

受
託

工
事

収
益

そ
の

他

本
年

度

営
業

収
益
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投
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画
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画
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円
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年

　
　

　
　

　
度

前
々

年
度

前
年

度

区
　

　
　

　
　

分
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決
算

）
決

算
見

込
１

．
10

,0
00

1
6
,6

00
17

,6
00

73
,5

50
1,

00
0

1,
00

0
1,

00
0

1,
00

0
1,

00
0

1,
00

0
1,

00
0

２
．

31
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